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令和５年の最新改正まで対応した
８年ぶりの改訂新版！

国家公務員退職手当法唯一の質疑応答集

公務員の
退職手当質疑応答集

全訂第７版

【本書の特色】
1 退職手当制度の運用に係る具体的な279の事例を一問一答形式で解説！

2 国家公務員の定年を段階的に65歳までの引き上げ、管理職勤務上限年齢制
による降任、転任制度の導入等の国家公務員法改正や退職手当法および関
係法令の改正に伴い、全面的に内容を見直し、新規項目を大幅加筆した。

3 国家公務員退職手当法に係る唯一の質疑応答集。国家公務員退職手当法の
逐条解説書である『公務員の退職手当法詳解』の参照頁を事例ごとに記載。
同書の併用で、よりスムーズな実務対応ができる！
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公務員の退職手当質疑応答集〈全訂第７版〉　　もくじ

第１編　  総説

第２編　  国家公務員退職手当法
 第１章　総　則（第１条～第２条の３）
 第２章　一般の退職手当（第２条の４～第８条）
 第３章　特別の退職手当（第９条・第10条）
 第４章　退職手当の支給制限等（第11条～第19条）
 第５章　雑　則（第20・21条）
 第６章　附　則
 第７章　改正法律の附則（平成１７年改正法関係）
 第８章　非常勤職員

第３編　  特別法令
 １　派遣法等（総論）
 ２　防衛省の職員の給与等に関する法律（昭和27年法

律第266号）
 ３　最高裁判所裁判官退職手当特例法（昭和41年法律

第52号）
 ４　競争の導入による公共サービスの改革に関する法

律（平成18年法律第51号）

第４編　  関係事項
 〈巻末付録〉
　・国家公務員退職手当支給率早見表
　・法令・通知　ほか

国家公務員退職手当法唯一の解説書。
令和５年４月１日施行で国家公務員法は、①定年を段階的に６５歳まで引き上げ、②管理職勤務上限年齢制による降任、
転任制度の導入の内容で改正された。国家公務員の退職手当についてもそれに伴う措置が設けられた。
上記内容を中心に前改訂以降の退職手当法および関係法令の改正分を全面的に見直した最新改訂版。　　　
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